
平成25年度予算
○○百万円

平成27年度要求額
億円PCB廃棄物適正処理対策推進事業

事業目的・概要等

平成29年度予算（案）142百万円（150百万円）
（平成28年度第2次補正予算 198百万円）

 平成26年６月にPCB廃棄物処理基本計画の変更を行い、中間貯蔵・環境安全事業株式会
社（JESCO）による全国５箇所のPCB処理施設の期限を延長。この際、地元自治体の受入
条件として、「期限の再延長はしない」ことを約束

 地元と約束した期限を確実に達成するため、本年５月に改正PCB特措法が公布され、原則、
約束期限の１年前までに保管事業者に対してJESCOへの処分委託を義務付け

 改正法で処分委託を義務付けた処分期間は、北九州事業エリアでは平成29年度末に終
期を迎えるという逼迫した状況

 期限達成には、国内にある全ての高濃度PCB廃棄物の処分委託が必要であり、地方自治
体が把握していない高濃度PCB廃棄物の掘り起こし調査を早急に完了しなければならない

 地方自治体において未だ把握されていないPCB廃棄物等の掘り起こし調査を一刻も早く行
い、未処理事業者への早期処理実施の指導が必要だが、調査対象が86万事業場にのぼり、
地方自治体の負担が膨大なことから、調査の効率化に向けた支援策が不可欠

 低濃度PCB廃棄物については、処理促進のための受け皿の充実・多様化が必要

 掘り起こし調査の加速化のため相談窓口の設置
 専門家を派遣し自治体へ技術的助言
 調査結果の整理及び精査
 あらゆる広報の活用及び重点的な周知徹底
 PCB廃棄物等の早期処理体制の構築

 効率的かつ早期の掘り起
こし調査実施

 PCB廃棄物等の期限内処
理に向けた効率的な指導

調査結果
のフィー
ドバック

イメージ環境省

経済産業省

背景・目的

事業スキーム

地方自治体が行う掘り起こし調査の効率化、早期完了に向けた取組み
 地方自治体や掘り起こし調査対象事業者からの調査実施に係る相談に対

応するための専門家を派遣し、現場に出張して直接支援を行い、調査の効
率化・早期化を図る

 地方自治体の掘り起こし調査の実施状況及び調査結果を集約し、これをイ
ンターネット等で公開することにより、調査の進捗状況を管理

 掘り起こし調査結果から新たに把握されたPCB廃棄物等の種類、個数、所
有・保管業種等を解析し、未把握廃棄物等の残存量の推計を行う

 あらゆる広報の活用及び重点的な周知徹底により保管事業者等に対して
早期処理の促進を図る

 掘り起こし調査及び事業者指導に向け、PCB使用製品の製造者、電気保
安関係事業者等の関係機関との連携体制を構築・強化するための体制を
構築する

低濃度PCB廃棄物の処理促進
 低濃度PCB廃棄物について、処理技術の評価や施設の認定を行い、無害

化処理認定制度の着実な運用を図る

 地方自治体の行う掘り起こし調査の実施加速化、未把握のPCB廃棄物等の全数把握の早期化
 JESCOの計画的処理期限内での高濃度PCB廃棄物の処理完了
 低濃度PCB廃棄物の処理促進及び期限内処理の履行

JESCOの計画的処
理期限内での高濃
度PCB廃棄物の確
実かつ早期処理の
完了

事業概要

期待される効果

低濃度PCB廃棄物
の処理期限：
平成39年３月31日

未把握のPCB含有機
器の掘り起こし調
査が緊喫の課題

JESCO事業所区域
ごとの計画的処理

期限

環 境 省
（施策の検討）

民間企業
（事業の実施）

請負業務の発注

成果報告

フォローアップ
＋

支援

 電気工作物に該当するPCB
使用製品の調査・指導

 PCB使用製品の廃止促進

都道府県市

情報
共有

掘り起こし
調査の協力

専門家
派遣・助言
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平成25年度予算
○○百万円PCB廃棄物対策推進費補助金 平成29年度予算（案）

1,100百万円（1,000百万円）

事業目的・概要等背景・目的 事業概要

事業スキーム

期待される効果

 国の主導のもと中間貯蔵・環境安全事業株式会社（JESCO）を活用し、全国５箇所
の拠点的広域処理施設においてPCB廃棄物を処理

 JESCOの処理施設は施設立地条件等により化学処理方式となっており、PCB廃棄物
の処理費用は通常の廃棄物に比べ相当高額

 中小事業者等のPCB廃棄物保管事業者は資力に乏しいため、これらの事業者が保有
するPCB廃棄物の処理をスムーズに進めることは困難

 排出事業者が不存在又は資力不足の場合等、PCB廃棄物処理基本計画に定める処理
期限内に適正に処理が行われないおそれがある高濃度PCB廃棄物が一定数存在

 平成28年４月改正のPCB特措法において処理期限内に処理が行われないおそれがあ
る高濃度PCB廃棄物に対して都道府県市が行政代執行できるよう規定しているが原
因者から代執行費用を徴収できない場合の都道府県市への支援が必要

 PCB廃棄物処理基金を造成し、費用負担能力が小さい中小企業者等のPCB廃棄物処
理費用を軽減し、中小企業者等の保有するPCB廃棄物の円滑な処理を促進するとと
もに都道府県市の行政代執行を支援

 国及び都道府県の協調補助により、PCB廃棄物処理基金を（独）環境
再生保全機構に造成

 中小企業者等がPCB廃棄物を処分業者（中間貯蔵・環境安全事業株式
会社）に処分委託する際にその処理費用を軽減する補助の積立

 PCB廃棄物の処理が安全かつ確実に行われることを確保するための環
境整備に関する事業に対し補助

 行政代執行に係る自治体の負担軽減のための支援費用をPCB使用製品
製造者と協調して積立

 費用負担能力が小さい事業者の処理促進
 ＰＣＢ廃棄物の円滑な処理及び確実な早期処理の推進
 都道府県市の円滑な行政代執行の施行

イメージ
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基金による中小企業者助成の流れ
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→処理の本格化に伴い、確実に処理を実施

助成台数
助成金額

（百万円）

H17～19 1,984 374

H20 3,994 701

H21 6,317 1,160

H22 7,684 1,464

H23 9,212 1,716

H24 12,528 2,447

H25 10,577 2,292

H26 9,507 2,144

H27 8,898 2,140

基金による行政代執行支援の流れ
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